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令和８年第５回 

宮代町議会定例会議案書 



議案番号 件      名      等 頁 

   

議案第４５号 令和７年度宮代町一般会計歳入歳出決算の認定について １ 

議案第４６号 令和７年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定

について 

２ 

議案第４７号 令和７年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

３ 

議案第４８号 令和７年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定

について 

４ 

議案第４９号 令和７年度宮代町水道事業会計利益の処分及び決算の認定に

ついて 

５ 

議案第５０号 令和７年度宮代町下水道事業会計利益の処分及び決算の認定

について 

６ 

議案第５１号 宮代町税条例の一部を改正する条例について ７ 

議案第５２号 宮代町認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例について １３ 

議案第５３号 宮代町廃棄物の処理及び再利用に関する条例の一部を改正する

条例について 

１５ 

議案第５４号 久喜宮代衛生組合の解散及び財産処分について １８ 

議案第５５号 久喜市と宮代町との一般廃棄物の処理に関する事務の委託に

ついて 

２４ 

議案第５６号 工事請負契約の締結について ２７ 

議案第５７号 令和８年度宮代町一般会計補正予算（第３号）について ２８ 

議案第５８号 令和８年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

について 

２９ 

議案第５９号 令和８年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第２号）に

ついて 

３０ 

議案第６０号 令和８年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

について 

３１ 

議案第６１号 令和８年度宮代町水道事業会計補正予算（第２号）について ３２ 

   



議案番号 件      名      等 頁 

   

議案第６２号 令和８年度宮代町下水道事業会計補正予算（第１号）について ３３ 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   



１ 

議案第４５号 

 

   令和７年度宮代町一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 令和７年度宮代町一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて認定に

付する。 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 令和７年度宮代町一般会計歳入歳出決算を歳入合計１５４億２，６０９万

３，７４５円、歳出合計１４４億８，３７８万７，０５４円とすることについて、

地方自治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 

 
 

  



２ 

議案第４６号 
 
   令和７年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 令和７年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付

けて認定に付する。 
 
  令和８年８月２６日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 令和７年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を歳入合計３２億５０８万

６，７２８円、歳出合計３１億７，１２１万３，６１０円とすることについて、地方

自治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 
 



３ 

議案第４７号 
 
   令和７年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 令和７年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて

認定に付する。 
 
  令和８年８月２６日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 令和７年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算を歳入合計３６億１，３９３万

４，４３４円、歳出合計３５億１，１９０万４，１９４円とすることについて、

地方自治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 
 
  



４ 

議案第４８号 
 
   令和７年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 
 
 令和７年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を

付けて認定に付する。 
 
  令和８年８月２６日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 令和７年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を歳入合計７億３，２１２万

９，０９１円、歳出合計７億２，７９９万６９７円とすることについて、地方自治法

第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 
 
  



５ 

議案第４９号 
 
   令和７年度宮代町水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 
 
 令和７年度宮代町水道事業会計利益の処分及び決算を別紙監査委員の意見を付け

て認定に付する。 
 
  令和８年８月２６日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 令和７年度宮代町水道事業会計利益の処分として、未処分利益剰余金８，６０１万

７，０８７円のうち、８，１２６万２，０００円を資本金に、４７５万５，０８７円

を建設改良積立金に積み立てるとともに、令和７年度宮代町水道事業会計決算を

収益的収入７億５，２６２万９，０８４円（税抜き）、収益的支出７億４，７８７万

３，９９７円（税抜き）、資本的収入５億６，８７０万７，５１０円（税込み）、

資本的支出１０億７，０２９万６，５３６円（税込み）とすることについて、地方

公営企業法第３２条第２項及び第３０条第４項の規定により、この案を提出する

ものである。 
 
  



６ 

議案第５０号 
 
   令和７年度宮代町下水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 
 
 令和７年度宮代町下水道事業会計利益の処分及び決算を別紙監査委員の意見を付

けて認定に付する。 
 
  令和８年８月２６日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 令和７年度宮代町下水道事業会計利益の処分として、未処分利益剰余金１億

８，９６０万３，０１２円のうち、８，２９８万２，２９６円を資本金に、１億６６２万

７１６円を減債積立金に積み立てるとともに、令和７年度宮代町下水道事業会計決算を

収益的収入１１億５，０２６万３，２７１円（税抜き）、収益的支出１０億４，３６４万

２，５５５円（税抜き）、資本的収入３億４，３４６万３，４００円（税込み）、

資本的支出５億２，９０９万９，８６１円（税込み）とすることについて、地方

公営企業法第３２条第２項及び第３０条第４項の規定により、この案を提出する

ものである。 
 
  



７ 

議案第５１号 
 
   宮代町税条例の一部を改正する条例について 
 
 宮代町税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 
 
  令和８年８月２６日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 地方税法等の一部を改正する法律が公布されたことに伴い、宮代町税条例の一部

を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出

するものである。 
 
  



８ 

   宮代町税条例の一部を改正する条例 
 宮代町税条例（昭和３１年宮代町条例第４号）の一部を次のように改正する。 
 第３４条の７第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は

第４項」に改める。 
 第３６条の２第１項ただし書中「及び第３６条の３の３第１項」を「並びに第３

６条の３の３第１項及び第２項第４号」に、「第３４条の７」を「第３４条の７第

１項（同項第２号に掲げる寄附金（特定非営利活動促進法第２条第３項に規定する

認定特定非営利活動法人及び同条第４項に規定する特例認定特定非営利活動法人に

対するものを除く。第６項において同じ。）に係る部分を除く。）及び第２項」に

改め、同条第６項を次のように改める。 
６ 第２３条第１項第１号に掲げる者は、第３４条の７第１項（同項第２号に掲げ

る寄附金に係る部分に限る。）の規定により控除すべき金額の控除を受けようと

する場合には、３月１５日までに、施行規則第５号の５の３様式による申告書を、

町長に提出しなければならない。 
 第３６条の２中第９項を第１０項とし、第８項を第９項とし、第７項の次に次の

１項を加える。 
８ 町長は、町民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、第２３条第

１項第１号に掲げる者のうち所得税法第２２６条第１項若しくは第３項の規定に

より前年の給与所得若しくは公的年金等に係る所得に係る源泉徴収票を交付され

るもの又は同条第４項ただし書の規定により給与所得若しくは公的年金等に係る

所得に係る源泉徴収票の交付を受けることができるものに、当該源泉徴収票又は

その写しを提出させることができる。 
 第３６条の３の２第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２号におい

て同じ。）（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条第５項中「次

条第４項」を「次条第５項」に改める。 
 第３６条の３の３第１項を次のように改める。 
  次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、公的

年金等支払者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申告書の提出の際に経

由すべき同項に規定する公的年金等（以下この項において「公的年金等」とい

う。）の支払者をいう。以下この条において同じ。）から毎年最初に公的年金等

の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次項各号に掲

げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、町長に提出し

なければならない。 
（１）所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者 
（２）法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受

けるものを除く。）の支払を受ける第２３条第１項第１号に掲げる者であって、

特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下であるもの



９ 

に限る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所得金額が９５万円以下であ

るものに限る。）をいう。次号及び次項第３号において同じ。）（退職手当等

（第５３条の２に規定する退職手当等に限る。以下この号において同じ。）に

係る所得を有する者に限る。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対

象扶養親族であって退職手当等に係る所得を有する者に限る。）若しくは特定

親族（退職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が８５万円以

下であるものに限る。）を有する者 
（３）法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受

けるものに限る。）の支払を受ける第２３条第１項第１号に掲げる者（当該年

中に支払を受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公的年金等の支

払を受けるべき日の前日の現況において令第４８条の９の７の３に定める金額

に満たない者を除く。）であって、障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する

者又は特定配偶者若しくは扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親

族に限る。）若しくは特定親族（合計所得金額が８５万円以下であるものに限

る。）を有する者 
 第３６条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項と

し、同条第４項中「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の８」に改め、同項

を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１

項」に、「法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書に」を「同条第１項の

規定による申告書に」に、「法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書を提

出する」を「同条第１項の規定による申告書を提出する」に改め、同項を同条第３

項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 
２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 
（１）公的年金等支払者の名称 
（２）公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する特別障害者

又はその他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実並びに寡

婦又はひとり親に該当する場合にはその旨 
（３）特定配偶者の氏名 
（４）扶養親族又は特定親族の氏名 
（５）その他施行規則で定める事項 
 第６３条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあっては２０万円」

を削り、「１５０万円」を「１８０万円」に改める。 
 附則第６条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。 
 附則第７条の３第１項中「令和２０年度」を「令和２５年度」に、「令和７年」

を「令和１２年」に改める。 
 附則第７条の４中「又は附則第２０条第１項」を「、附則第１９条の３第１項又

は附則第２０条第１項」に、「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項

又は第４項」に改める。 



１０ 

 附則第９条の２中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３第３項

又は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 
 附則第１７条の２第２項中「附則第３４条の２第５項」を「附則第３４条の２第

６項」に、「附則第３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２第１２項」に改め、

同条に次の１項を加える。 
４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割の納

税義務者が、租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から第１５号までに掲

げる土地等の譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をした土地等がそ

の譲渡をした時において地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条第

１項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和

４４年法律第５７号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域

等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第

９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は特定都市河川浸水被害対策法（平成１５

年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域内にあるときは、当該土地

等の譲渡は、第１項又は第２項に規定する優良住宅地等のための譲渡又は確定優

良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないものとみなす。 
 附則第１９条の２の次に次の１条を加える。 
 （特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の町民税の課税の特例） 
第１９条の３ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３８条

の２第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、当該事

業所得、譲渡所得及び雑所得については、第３３条第１項及び第２項並びに第３

４条の３の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該事業所得の金額、

譲渡所得の金額及び雑所得の金額として令附則第１８条の６の４で定めるところ

により計算した金額（以下この項において「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金

額」という。）に対し、特定暗号資産に係る課税譲渡所得等の金額（特定暗号資

産に係る譲渡所得等の金額（次項第１号の規定により読み替えて適用される第３

４条の２の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の１００

分の３に相当する金額に相当する町民税の所得割を課する。 
２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 
（１）第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるのは、

「総所得金額、附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所

得等の金額」とする。 
（２）第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項、附則第７条第１

項及び附則第７条の３第１項の規定の適用については、第３４条の６中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条の３第１項の規定による町

民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項前段、第３４条の８、第３４条の

９第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項中「所得割の額」とあ

るのは「所得割の額並びに附則第１９条の３第１項の規定による町民税の所得



１１ 

割の額」と、第３４条の７第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の

額及び附則第１９条の３第１項の規定による町民税の所得割の額の合計額」と

する。 
（３）第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産

に係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林

所得金額若しくは附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産に係る譲渡

所得等の金額」とする。 
（４）附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」とある

のは「山林所得金額並びに附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産に

係る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額並びに附則第１９条の３第１項の規定による町民税の所得割の額」とする。 
   附 則 
 （施行期日） 
第１条 この条例は、令和９年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 
（１）第６３条の改正規定及び附則第３条の規定 令和９年４月１日 
（２）第３４条の７第２項の改正規定並びに附則第７条の４の改正規定（「附則第

５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める部分に限

る。）、附則第９条の２の改正規定及び附則第１７条の２の改正規定並びに次

条第４項の規定 令和１０年１月１日 
（３）附則第７条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第１

９条の２の次に１条を加える改正規定並びに次条第３項及び第５項の規定 金

融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年法律

第６４号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１日 
 （町民税に関する経過措置） 
第２条 この条例による改正後の宮代町税条例（以下「新条例」という。）第３６

条の３の３第１項及び第２項の規定は、この条例の施行の日以後に支払を受ける

べき公的年金等について提出する新条例第３６条の３の３第１項の規定による申

告書について適用し、同日前に支払を受けるべき公的年金等について提出したこ

の条例による改正前の宮代町税条例第３６条の３の３第１項の規定による申告書

については、なお従前の例による。 
２ 新条例附則第７条の３第１項及び第２項の規定は、町民税の所得割の納税義務

者が令和８年１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第

１２号。以下この項において「所得税法等改正法」という。）第７条の規定によ

る改正後の租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条第１項に規定す

る居住用家屋（同条第１６項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみ

なされる同条第１６項に規定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅



１２ 

（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第

１７項に規定する特例既存住宅及び同条第３５項の規定により同条第１項に規定

する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若

しくは増改築等をした家屋（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する増

改築等をした家屋とみなされる同条第１７項に規定する特例増改築等をした家屋

を含み、当該増改築等又は当該特例増改築等に係る部分に限る。）又は同条第６

項に規定する認定住宅等（同条第１８項の規定により同条第６項に規定する認定

住宅等とみなされる同条第１８項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第

１項の定めるところによりその者の居住の用に供する場合について適用し、町民

税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第７条の規定による改正前

の租税特別措置法第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第２０項の規定に

より同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第２０項に規定する特例

居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第３５項の規定により同条第１項

に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含

む。）若しくは増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）又は同

条第１０項に規定する認定住宅等（同条第２１項の規定により同条第１０項に規

定する認定住宅等とみなされる同条第２１項に規定する特例認定住宅等を含む。）

を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、

なお従前の例による。 
３ 前条第３号に掲げる規定による改正後の宮代町税条例附則第７条の４の規定は、

同号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において「３号施行日」と

いう。）の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の町民税について適用し、３

号施行日の属する年度分までの個人の町民税については、なお従前の例による。 
４ 新条例附則第１７条の２第４項の規定は、町民税の所得割の納税義務者が前条

第２号に掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第１７条の２第１項の土地

等の譲渡について適用する。 
５ 新条例附則第１９条の３の規定は、３号施行日の属する年度の翌年度以後の年

度分の個人の町民税について適用する。 
 （固定資産税に関する経過措置） 
第３条 新条例第６３条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税について

適用し、令和８年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 
 
  



１３ 

議案第５２号 
 
   宮代町認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例について 
 
 宮代町認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 
 
  令和８年８月２６日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 地方自治法施行規則の一部を改正する省令の施行に伴い、宮代町認可地縁団体

印鑑条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、

この案を提出するものである。 
 
  



１４ 

   宮代町認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例 

 宮代町認可地縁団体印鑑条例（平成６年宮代町条例第２２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条第２号中「第１９条第１項第１号」を「第１８条の３第１項第６号」に改

める。 

 第４条第１項中「第２１条第２項」を「第１８条の３第１項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

  



１５ 

議案第５３号 
 
   宮代町廃棄物の処理及び再利用に関する条例の一部を改正する条例について 
 
 宮代町廃棄物の処理及び再利用に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

提出する。 
 
  令和８年８月２６日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 久喜宮代衛生組合から塵芥業務が宮代町に移管されることに伴い、宮代町廃棄物

の処理及び再利用に関する条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項

第１号の規定により、この案を提出するものである。 
 
  



１６ 

   宮代町廃棄物の処理及び再利用に関する条例の一部を改正する条例 
 宮代町廃棄物の処理及び再利用に関する条例（令和５年宮代町条例第２１号）の

一部を次のように改正する。 
 目次中「第３１条」を「第３２条」に、「第３２条・第３３条」を「第３３条・

第３４条」に、「第３４条―第４１条」を「第３５条―第４２条」に、「第４２条」

を「第４３条」に、「第４３条・第４４条」を「第４４条・第４５条」に改める。 
 第４４条を第４５条とし、第４３条を第４４条とする。 
 第７章中第４２条を第４３条とする。 
 第４１条中「第３８条第１項及び同条第３項の規定により読み替えて適用する第

３４条第５項」を「第３９条第１項及び第６項」に改め、第６章中同条を第４２条

とし、第４０条を第４１条とし、第３９条を第４０条とする。 
 第３８条第４項を次のように改める。 
４ 第１項の許可を受けた者（以下「浄化槽清掃業者」という。）は、前項の許可

証を事業所等の見やすい場所に掲示しなければならない。 
 第３８条に次の２項を加える。 
５ 浄化槽清掃業者は、第３項の許可証を他人に譲渡又は貸与してはならない。 
６ 浄化槽清掃業者は、第３項の許可証を紛失し、又は損傷したときは、規則で定

めるところにより、直ちに町長にその再交付を申請しなければならない。 
 第３８条を第３９条とする。 
 第３７条中「一般廃棄物収集運搬業者」の次に「及び一般廃棄物処分業者」を、

「運搬」の次に「又は処分」を加え、同条を第３８条とする。 
 第３６条中「第３４条第１項及び第５項」を「第３５条第１項、第２項及び第６

項」に改め、同条を第３７条とし、第３５条を第３６条とする。 
 第３４条第５項中「一般廃棄物収集運搬業者」の次に「及び一般廃棄物処分業者」

を加え、「第２項」を「第３項」に、「損傷した時」を「損傷したとき」に改め、

同項を同条第６項とし、同条第４項中「一般廃棄物収集運搬業者」の次に「及び一

般廃棄物処分業者」を加え、「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項と

し、同条第３項中「いう。）」の次に「及び第２項の許可を受けた者（以下「一般

廃棄物処分業者」という。）」を加え、同項を同条第４項とし、同条第２項中「前

項」を「前２項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加

える。 
２ 法第７条第６項の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、町

長にその許可を申請しなければならない。 
 第３４条を第３５条とする。 
 第５章中第３３条を第３４条とする。 
 第３２条第１項中「別表第１」を「別表」に改め、同条を第３３条とする。 
 第４章中第３１条を第３２条とし、第２７条から第３０条までを１条ずつ繰り下

げ、第２６条の次に次の１条を加える。 



１７ 

 （適正処理困難物の指定） 
第２７条 町長は、製品、容器等が廃棄物となった場合において、その適正処理が

困難となる物（以下「適正処理困難物」という。）を指定することができる。 
２ 町長は、前項の規定により適正処理困難物を指定したときは、これを公表する

ものとする。 
３ 町長は、第１項の規定により指定した適正処理困難物の製造、加工、販売等を

行う事業者に対し、適正な処理を行うために必要な協力を求めることができる。

 別表第１を次のように改める。 
別表（第３３条関係） 

区分 単位 手数料 付記 

一般家庭から排出された粗大

ごみ 

１点につき ５００円  

し尿 普通便槽 １人につき 月額５００円 最高４人まで 

無臭式便槽 

容量によるもの １０リットル

につき 

７０円 臨時・くみ取

り式水洗 

 備考 
 １ 手数料は、この表に定める手数料の額に消費税相当額（消費税法（昭和６３

年法律第１０８号）に基づく消費税額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

に基づく地方消費税額を加えて得た額をいう。）を加えて得た額とする。ただ

し、１円未満の端数があるときは、その端数全額を切り捨てるものとする。 
 ２ し尿（容量によるもの）の手数料を算出する基礎となる数量が１０リットル

未満のときは、１０リットルとし、１０リットルを超えるときは、１０リット

ル未満の端数を四捨五入して計算する。 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和９年４月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この条例の施行の日の前日までに、久喜宮代衛生組合廃棄物の処理及び再利用

に関する条例（平成９年久喜宮代衛生組合条例第１号）の規定によりなされた処

分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみ

なす。 
 
  



１８ 

議案第５４号 
 
   久喜宮代衛生組合の解散及び財産処分について 
 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８８条及び第２８９条の規定により、

令和９年３月３１日をもって久喜宮代衛生組合を解散し、及び同組合の財産処分を

別紙のとおり定めることについて、議決を求める。 
 
  令和８年８月２６日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 久喜宮代衛生組合を解散し、及び同組合の財産処分について協議したいので、

地方自治法第２９０条の規定により、この案を提出するものである。 
 
  



１９ 

   久喜宮代衛生組合の解散及び財産処分に関する協議書 

 

 地方自治法(昭和22年法律第67号)第288条及び第289条の規定により､令和9年3月31日をも

って久喜宮代衛生組合を解散し､及び同組合の財産処分を次のとおり定めることについて協

議する｡ 

 

１ 土地 

区分 所在地 地積 承継先 

久 喜

宮 代

清 掃

セ ン

タ ー

敷地 

南埼玉郡宮代町大字国納字向芝原 612 番 1 370.24 ㎡ 

宮代町 

南埼玉郡宮代町大字国納字向芝原 612 番 4 29.75 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字国納字向芝原 613 番 1 826.44 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字国納字向芝原 614 番 1 208.26 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字国納字向芝原 618 番 231.4 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字国納字向芝原 619 番 1 208.26 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字国納字向芝原 619 番 2 36.36 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1270 番 1 138.84 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1271 番 1 393.38 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1272 番 1 641.32 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1273 番 1 69.42 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1274 番 1 314.04 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1276 番 1 370.24 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1277 番 1 1,309.09 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1278 番 1 773.55 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1279 番 1 314.04 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1280 番 1 730.57 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1281 番 1 790.08 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1283 番 1 436.36 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1284 番 343.8 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1285 番 1 456.19 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1287 番 390.08 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1288 番 343.08 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1289 番 1 360.33 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1290 番 1 416.52 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1291 番 1 317.35 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1292 番 1 42.97 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1293 番 1 1,114.04 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1294 番 1,504.13 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝原 1295 番 309 ㎡ 



２０ 

区分 所在地 地積 承継先 

南埼玉郡宮代町大字和戸字沼 437 番 2 436 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字沼 438 番 1 485 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字沼 439 番 479 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字沼 440 番 971 ㎡ 

南埼玉郡宮代町大字和戸字沼 441 番 1 479 ㎡ 

久喜市下早見字下万田 911 番 1 469.42 ㎡ 

久喜市 

久喜市下早見字下万田 912 番 446.28 ㎡ 

久喜市下早見字下万田 919 番 677.68 ㎡ 

久喜市下早見字下万田 920 番 872.72 ㎡ 

久喜市下早見字下万田 921 番 1 862.8 ㎡ 

久喜市下早見字蛭子 922 番 1 413 ㎡ 

久喜市下早見字蛭子 923 番 1 353 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 108 番 1 1,236.36 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 108 番 4 247.61 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 109 番 842.97 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 110 番 631.4 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 110 番 4 224.61 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 110 番 5 50.19 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 111 番 955.37 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 112 番 1 357.02 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 113 番 1 340.49 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 64番 1 3,025 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 65番 299 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 66番 1 770 ㎡ 

久喜市太田袋字皆代 67番 1 945 ㎡ 

菖 蒲

清 掃

セ ン

タ ー

敷地 

久喜市菖蒲町台字向野 2770 番 1 965 ㎡ 

久喜市 

久喜市菖蒲町台字向野 2771 番 991 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2772 番 1 495 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2772 番 2 495 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2773 番 991 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2774 番 991 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2775 番 991 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2776 番 1 879 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2777 番 1 403 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2778 番 991 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2779 番 991 ㎡ 



２１ 

区分 所在地 地積 承継先 

久喜市菖蒲町台字向野 2780 番 991 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2781 番 991 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2782 番 991 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2783 番 991 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2784 番 1 965 ㎡ 

久喜市菖蒲町台字向野 2784 番 3 236 ㎡ 

八 甫

清 掃

セ ン

タ ー

敷地 

久喜市八甫三丁目 49番 2 3,943 ㎡ 

久喜市 

久喜市八甫三丁目 50 番 924 ㎡ 

久喜市八甫三丁目 51 番 436 ㎡ 

久喜市八甫三丁目 52 番 1,049 ㎡ 

久喜市八甫三丁目 53番 1 704 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2492 番地 2 88 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2494 番地 3 195 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2494 番地 4 26 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2495 番地 3 72 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2524 番地 3 69 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2524 番地 4 26 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2525 番地 3 1,494 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2525 番地 4 4,598.47 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2525 番地 5 1,190 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2525 番地 8 3,245 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2525 番地 9 598 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2525 番地 10 324 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2525 番地 23 7.65 ㎡ 

久喜市八甫字新田前 2525 番地 24 168.14 ㎡ 

八 甫

コ ミ

ュ ニ

テ ィ

セ ン

タ ー

敷地 

久喜市八甫三丁目 37番 2 1,404 ㎡ 

久喜市 
久喜市八甫三丁目 38 番 1,596 ㎡ 

 

２ 建物(附属設備を含む｡) 

名称 所在地 延面積 承継先 

久喜宮代清掃センタ

ー 

南埼玉郡宮代町大字和戸字芝

原 1276 番 1 
9,369 ㎡ 久喜市 



２２ 

名称 所在地 延面積 承継先 

菖蒲清掃センター 
久喜市菖蒲町台字向野 2770 番

1 
2,254 ㎡ 久喜市 

八甫清掃センター 久喜市八甫字新田前 2525 番地 5,171 ㎡ 久喜市 

八甫コミュニティセ

ンター 
久喜市八甫三丁目 37番 2 263 ㎡ 久喜市 

 

３ 車両（積載備品を含む。） 

区分 名称 登録番号 台数 承継先 

久 喜 宮

代 清 掃

セ ン タ

ー 

乗用車 春日部 501-な-2490 1 台 

久喜市 

乗用車 春日部 501-と-8808 1 台 

乗用車 春日部 580-に-9061 1 台 

乗用車 春日部 580-み-9957 1 台 

塵芥収集車(回転

板式) 
春日部 800-す-8916 1 台 

貨物自動車(最大

積載量２ｔ以上) 
春日部 400-そ-9068 1 台 

貨物自動車(最大

積載量 2ｔ未満) 
春日部 44-つ-9880 1 台 

ショベルローダ

ー 
 1 台 

アームロール車 春日部 100-さ-7668 1 台 

アームロール車 春日部 100-す-3391 1 台 

フォークリフト  1 台 

菖 蒲 清

掃 セ ン

ター 

乗用車 春日部 501-は-4936 1 台 

久喜市 

貨物自動車(最大

積載量 2ｔ以上) 
大 宮 100-す-3478 1 台 

貨物自動車(最大

積載量 2ｔ未満) 
春日部 480-え-8289 1 台 

ミニホイールロ

ーダー 
久喜市-な-2692 1 台 

八 甫 清

掃 セ ン

乗用車 春日部 500-の-9113 1 台 
久喜市 

乗用車 春日部 480-く-7779 1 台 



２３ 

区分 名称 登録番号 台数 承継先 

ター 塵芥収集車(回転

板式) 
春日部 800-す-1426 1 台 

貨物自動車(最大

積載量 2ｔ以上) 
春日部 100-さ-4236 1 台 

貨物自動車(最大

積載量 2ｔ未満) 
春日部 400-た-4103 1 台 

貨物自動車(最大

積載量 2ｔ未満) 
春日部 480-い-1550 1 台 

ショベルローダ

ー 
 1 台 

ショベルローダ

ー 
 1 台 

アームロール車 春日部 400-せ-6829 1 台 

フォークリフト  1 台 

 

４ 債権､基金､負債その他の財産は､久喜市及び宮代町の協議によりそれぞれ承継する｡ 

 

  令和 年  月  日 

 

                 久喜市長  貴  志  信  智    

 

                 宮代町長  新  井  康  之  

 
  



２４ 

議案第５５号 
 

   久喜市と宮代町との一般廃棄物の処理に関する事務の委託について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第１項の規定により、

令和８年１１月３０日から、別紙の規約により、宮代町の一般廃棄物の処理に関する

事務を久喜市に委託することについて議決を求める。 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 宮代町の一般廃棄物の処理に関する事務を久喜市に委託することについて協議

したいので、地方自治法第２５２条の１４第３項において準用する第２５２条の２

の２第３項の規定により、この案を提出するものである。 

 

  



２５ 

   久喜市と宮代町との一般廃棄物の処理に関する事務の委託に関する規約 

 

 （趣旨） 

第１条 この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第２５２条の１４第１項の規定に基づき、宮代町が久喜市に一般廃棄物の処理に

関する事務を委託することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （委託事務の範囲） 

第２条 宮代町は、次に掲げる事務（以下「委託事務」という。）の管理及び執行

を久喜市に委託する。 

 （１）宮代町の区域内から排出され、久喜市の管理する一般廃棄物処理施設（以

下「処理施設」という。）に搬入される一般廃棄物の処理（処理施設への搬入

に係る収集及び運搬を除く。）に関する事務 

 （２）前号の事務に係る一般廃棄物処理手数料の徴収（宮代町が徴収するものを

除く。以下「手数料の徴収」という。）に関する事務 

 （管理及び執行の方法） 

第３条 委託事務の管理及び執行については、久喜市の条例、規則その他の規程

（以下「条例等」という。）の定めるところによる。 

 （収入の帰属） 

第４条 委託事務の管理及び執行に伴い生じる収入は、久喜市の収入とする。 

 （経費の負担等） 

第５条 委託事務の管理及び執行に要する経費は、宮代町の負担とする。 

２ 前項の宮代町が負担する額に関する算定方法及び納付時期は、久喜市長及び宮

代町長の協議により別に定める。 

 （予算の計上） 

第６条 久喜市長は、委託事務の管理及び執行に伴う収入及び支出を、久喜市の一

般会計歳入歳出予算に計上するものとする。この場合において、久喜市長は、そ

の計上する金額をあらかじめ宮代町長に通知するものとする。 

 （経費の繰越使用） 

第７条 久喜市長は、各年度において、その委託事務の執行に係る予算に残額があ

る場合においては、これを翌年度における委託事務の管理及び執行に要する経費

として繰り越して使用するものとする。この場合においては、久喜市長は、繰越

金の生じた理由を付記した計算書を当該年度の出納閉鎖後速やかに宮代町長に提

出しなければならない。 

 （決算に係る措置） 

第８条 久喜市長は、法第２３３条第６項の規定により、決算の要領を公表したと

きは、同時に当該決算の委託事務に関する部分を宮代町長に通知するものとする。 

 （連絡調整） 

第９条 久喜市長及び宮代町長は、委託事務の管理及び執行について連絡調整を図



２６ 

るため、必要に応じて連絡会議を開くものとする。 

 （条例等の改正の場合の措置） 

第１０条 久喜市長は、委託事務の管理及び執行について適用される久喜市の条例

等を制定し、又は改廃しようとするときは、あらかじめ宮代町長に通知しなけれ

ばならない。 

２ 久喜市長は、前項に規定する条例等を制定し、又は改廃したときは、直ちに当

該条例等を宮代町長に通知しなければならない。 

３ 宮代町長は、前項の規定による通知があったときは、直ちに当該条例等を公表

しなければならない。 

 （その他） 

第１１条 この規約に定めるもののほか、委託事務の管理及び執行に関し必要な事

項は、久喜市長及び宮代町長の協議により別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規約は、令和８年１１月３０日から施行する。 

 （適用される条例等の公表） 

２ 宮代町長は、この規約の告示の際に併せて委託事務に関する久喜市の条例等が

宮代町に適用される旨及びこれらの条例等を公表するものとする。 

 （委託事務の廃止の場合の措置） 

３ 委託事務の全部又は一部を廃止する場合においては、当該委託事務の管理及び

執行に係る収支は、廃止の日をもってこれを打ち切り、久喜市長がこれを決算す

る。この場合において、決算に伴い宮代町が久喜市に納付した額に過不足がある

ときは、これを精算するものとする。 

（経過措置） 

４ 委託事務の全部又は一部を廃止した場合においては、当該廃止の日までに生じ

た事由に係る手数料の徴収に関する事務については、当該廃止の日後も、なお久

喜市が行うものとする。 

 



２７ 

議案第５６号 

 

   工事請負契約の締結について 
 
 次のとおり工事請負契約を締結することについて、議決を求める。 

１ 工 事 名  公設宮代福祉医療センター六花屋上防水及び外壁改修工事 

２ 施 工 箇 所  宮代町大字須賀１７７番地 

３ 履 行 期 限  令和９年３月３１日 

４ 請 負 金 額  １億８，６８９万円 

５ 請 負 業 者  埼玉県南埼玉郡宮代町百間二丁目１番１５号 

           中村建設株式会社 

           代表取締役 中村 英基 
 

  令和８年８月２６日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 公設宮代福祉医療センター六花屋上防水及び外壁改修工事の請負契約を締結した

いので、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の

規定により、この案を提出するものである。 
 



２８ 

議案第５７号 

 

   令和８年度宮代町一般会計補正予算（第３号）について 

 

 令和８年度宮代町一般会計補正予算（第３号）を別冊のとおり提出する。 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 前年度決算に伴う繰越金の確定並びに決算剰余金の積立のほか、普通交付税の額

の決定、職員の人事異動及び共済費負担金率の確定等に係る人件費補正、後期高齢者

医療療養給付費負担金の増及び久喜市へのごみ処理負担金の計上等に伴い、令和８年度

宮代町一般会計予算に４億５，８４７万６，０００円を追加し、総額を１７０億

９，３６４万８，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の

規定により、この案を提出するものである。 

 



２９ 

議案第５８号 

 

   令和８年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

 令和８年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出

する。 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 人件費補正、国民健康保険事業費納付金の確定及び前年度決算剰余金の精算に伴い、

令和８年度宮代町国民健康保険特別会計予算に３，４５３万１,０００円を追加し、

総額を３４億１３１万９，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条

第１項の規定により、この案を提出するものである。 

 



３０ 

議案第５９号 

 

   令和８年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第２号）について 

 

 令和８年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 人件費補正、前年度繰越金の確定及び国県負担金の精算等に伴い、令和８年度

宮代町介護保険特別会計予算に１億５６２万円を追加し、総額を３５億８，６６６万

６，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、

この案を提出するものである。 

 



３１ 

議案第６０号 

 
   令和８年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について 

 
 令和８年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提

出する。 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 人件費補正、後期高齢者医療広域連合納付金の確定及び前年度決算剰余金の精算

に伴い、令和８年度宮代町後期高齢者医療特別会計予算に２３６万７，０００円を

追加し、総額を８億３，２４３万９，０００円とすることについて、地方自治法

第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 

 



３２ 

議案第６１号 

 

   令和８年度宮代町水道事業会計補正予算（第２号）について 

 

 令和８年度宮代町水道事業会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 職員の人事異動及び共済負担金率の確定等に係る人件費補正に伴い、令和８年度

宮代町水道事業会計予算の第３条予算については、収益的収入を１２万円減額し、

収益的支出を１３５万円増額するとともに、令和７年度の決算の確定等に伴い、第４条

予算については、資本的収入を３億３，７３２万２，０００円増額することについて、

地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 

 



３３ 

議案第６２号 

 

   令和８年度宮代町下水道事業会計補正予算（第１号）について 

 

 令和８年度宮代町下水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

 

  令和８年８月２６日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    
 

 

      提 案 理 由 

 人件費補正に伴い、令和８年度宮代町下水道事業会計予算の第３条予算については、

収益的収入及び収益的支出を１２４万４，０００円増額するとともに、令和７年度

決算の確定に伴い、第４条予算について、資本的収入を９，３１５万円減額する

ことについて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するもの

である。 

 




